第１７章　財政
大阪府の財政
１　普通会計
　昭和51年度の普通会計決算額は、歳入総額8,325億5,500万円、歳出総額8,420億8,500万円となり、50年度に比べて歳入が2.9パーセント、歳出が3.2パーセント増加している。
　51年度決算の特徴は、まず、51年度の実質収支が50年度に引き続き205億1,400万円もの巨額の赤字となり、財政再建団体への転落の瀬戸際にある。
　次に、財政の硬直化が進み、弾力性が極めて低く、51年度においては経常的な収入だけでは経常的な支出を賄いきれなくなった。
歳入
　51年度の歳入構造をみると、自主財源の割合は65.5パーセントと50年度（63.4パーセント）よりも若干高くなったものの、49年度をかなり下回っている。
　一方、依存財源は34.5パーセントとわずかに低下したが、これは府債の発行額が50年度に比べて約195億円少なくなったためである。
　府は従来から、自主性のある行政をめざして自主財源の拡充に努めてきたが、今後とも一層の努力を払っていく必要がある。また、超過負担や地方道路譲与税等にかかる財源調整等、現行の財政運営上の不合理を撤廃するなど依存財源の適正確保に努める必要がある。
歳出
　歳出決算額を行政目的別にみると、最も大きな割合を占めているのは、府立高校の建設費、教職員の人件費、私学助成費等を主な内容とする教育費（総額の37.3パーセント）で、次いで道路、河川、公園等の整備及び府営住宅の建設費等を主な内容とする土木費（同15.6パーセント）である。
　性質別では、人件費、公債費等の義務的経費が54.0パーセント、普通建設事業等の投資的経費の占める割合が21.3パーセントとなっている。
２　公営企業会計
　府営企業には、上水道、工業用水道、病院、宅地造成、港湾整備（以上法適用の公営企業）及び法非適用の流域下水道事業の計６事業がある。
　これらの51年度決算状況をみると、上水道事業の収益的収支は38年度以降毎年赤字を続け、51年度も企業債の支払利息の増等によって30億5,500万円の赤字となった。
　工業用水道事業は、給水収益の増加により9,800万円の利益が生じた。
病院事業は、職員の給与費及び材料費の増等により、50年度を上回る赤字（16億3,200万円）となった。
宅地造成事業及び港湾整備事業では、宅地造成事業が29億2,700万円の利益、港湾整備事業が7,100万円の赤字であった。
市町村の財政
昭和51年度の府下市町村普通会計決算額は、歳入が１兆2,765億円、歳出が１兆2,939億円となり、50年度に比べて歳入8.7パーセント、歳出8.1パーセントのそれぞれ増加となり、２年続けて一桁台の伸びにとどまった。この結果、実質収支は264億円の赤字となり、50年度に比べて44億円減額したものの、依然として市町村財政は悪化の一途をたどっている。
歳入
歳入決算額の対前年度増加額を科目別にみると、市町村税が692億円（16.0パーセント）の大幅増となったほか、地方交付税（201億円、27.5パーセント増）、国庫支出金（225億円、13.7パーセント増）、財産収入（92億円、38.9パーセント増）、諸収入（82億円、7.5パーセント増）等もかなりの伸びとなった。
また構成比は、地方財政の根源となる市町村税（39.4パーセント）及び地方交付税（7.3パーセント）のウェイトが46.7パーセントと、歳入総額の50パーセントに満たない状態であり、義務的経費の増加傾向からみて、市町村の自主財源の拡充を図らない限り、今後の財政運営はますます困難になることが予想される。
歳出
目的別に構成比をみると、土木費が22.8パーセント、教育費が18.8パーセントで全体の41.6パーセントを占めているが、50年度の45パーセントを下回った。一方、住民福祉に直結した民生費、衛生費はそれぞれ18.1パーセント、11.4パーセントとなり、50年度よりもウェイトを高めている。
性質別では、普通建設事業費27.9パーセント、人件費24.6パーセント、扶助費12.4パーセント、公債費9.4パーセントなどとなっている。 50年度と比較すると、普通建設事業費のウェイトのみが低下している。
次に、一般財源の充当状況をみると、人件費、扶助費、公債費等の義務的経費に対する充当率は61.0パーセントで、45年度の48.4パーセントから大幅に増加している。その反面、投資的経費の充当率は8.9パーセントと年々減少してきている。このことは財政の硬直化傾向の増大を示すものである。
